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論文内容の要旨
本論文は、日本植民地期において台湾人が展開した対外貿易活動の一端を明らかにして、植民地統治下
においてアジア地域との経済的組帯を維持し続けた台湾の姿の解明を目的としている。具体的には、台湾
茶(特に包種茶)を取りあげ、茶輸出の展開とそれを担った台湾人茶商の動向の分析を行っている。茶業
が取りあげられた理由は、茶業が当時の対外輸出(日本向けの輸出は除く)における代表的品目であり、
また台湾人が主導的に活動した産業であったからであった。
草別編成は以下の通りである。
序章
第一章台湾茶業の成立
第二章植民地期台湾茶業の構造
第三章植民地化の茶業への影響 -1910年代を中心に一
第四章台湾茶を巡る国際関係ー 1920年代~30年代の展開
第五章戦争と台湾茶業一戦時経済体制から敗戦までー
終章 日本植民地期台湾における茶業の歴史的意義
序章において先行研究の評価と本書の課題設定がなされた後、第 l章では、日本植民地期以前、すなわ
ち清末開港にともなう茶業の形成過程と初期の輸出の動roJが論じられている。第2章では、日本植民地期
における台湾茶業の概観、特に茶輸出(烏寵茶、包種茶)の数量的変化、茶の涜通構造が分析されている。
こうした基礎的前提となる諸章の後に、本論となる諸章が続く。第3章では、台湾総督附の茶業政策や
同業組合を中心とする茶商の活動が論じられている。台湾総督附は、茶農(生産者)の把握を過して茶業
をコントロールしようとし、茶の流通過程を支配する台湾人茶商を支援しようとはしなかった。そうした
状況の中で、茶商の同業組合(台北茶商公曾)は、独自の活動を進めていった。第4章では、主として19
20年代から1930年代にかけての台湾茶(包種茶)の輸出過程が論じられている。特に、南洋(東南アジ
ア)への包種茶の輸出が拡大した点が取りあげられている。これは、華僑の通商ネットワークに依拠した
ものであり、台湾人茶商がそれらとの繋がりを生かしつつ、一定の成功を収めたことが明らかにされてい
る。第5章では、 H中戦争勃発後の台湾茶業の顛末が描かれている。戦時経済体制への移行とともに、総
督府と茶商との関係に大きな転機が生じた。総督府と茶商との関係は緊密なものとなり、そのことによっ
て、茶商は満州や中国大陸において輸出版路を獲得した経緯が描かれている。しかし、これを台湾人商人
の「戦争協力」と見なすよりも、国家とは異なる基盤に立つ台湾人商人の「生きるための選択Jと考える
方が適切であることが不峻されている。
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終章では、このような日本植民地期の台湾における茶商の動的lが、日本との『垂直的関係」を重視する
従来の台湾経済史の枠組みでは捉えきれないこと、むしろ横に拡がる「水平的関係Jに着白する必要が論
じられている。また、この茶商の動向の示すものが、第て次大戦後の台湾経済の成長を解き明かす鍵であ
ることも示唆されている。
論文審査の結果の要旨
本論文は、日本稿民地期において台湾人が流通過程を掌握した茶業、特に包種茶業を取りあげて、植民
地経済の展開の中で、台湾人が自立的な経済活動を行ったことを、実証的に明らかにした研究である。主と
して、流通過程に焦点を合わせ、①台湾総督府の政策と茶商による同業組合活動、②その対外貿易活動を
分析・検討して、包梶茶の輸出において、南洋(東南アジア)市場や満州市場への展開がなされたことを
明らかにした。また、③日中戦争以降の状況についても論じられ、包種革商と総督府の関係がかえって緊
密化したことが明らかにされている。
わが国で、台湾に対する関心は、近年になって急速に強くなってきた。これまで等閑視されてきた植民
地期の台湾の歴史についてもようやく、新たな視角から、研究が行われるようになってきた。本研究は、
こうした新しい視角の研究の一翼をHl.うものである。茶業という限定された対象であるが、台湾人茶商が
植民地統治下に自主的な経済活動を行い、国際貿易において一定の活躍をした点を明らかにしたことは、
現在進行中の台湾経済史研究の発展に一つの貢献をしたと評価できる。植民地統治下における支配・従属
の経済関係(垂直的関係)ではなく、台湾人における白守的な国際貿易活動(水平的関係)に焦点、を合わ
せたことは、第二次世界大戦後における台湾経済の発展要因(特に、経常資源)を探るという観点からも、
重要な事例研究となっている。
資料の収集、研究視角といった点、で、現在行いうる作業や知見を尽くした成果であると評価できる。総
督府による官製資料を中心に、植民地期に刊行された隙々な資料(主に日本語資料)が基礎になってい
る。さらに、台北茶商公会(同業組合)の発行した資料の使用、および関係者への聞き取りなどが行われ
ている。資料の収集は、日本各地の図書館、台湾の図書館等を訪ねて、網羅的なものである。先行研究の
消化・吸収においては、最近の日本植民地史研究の新たな動向(山本有造、}屈和生など)から影響を受け
つつ、また「アジア間貿易」論(杉原葉、浜ド武志、能谷直人など)などで明らかにされた知見を導入し
ている点が注日される。しかし、何よりも台湾における台湾史研究の成果(林満紅、黄富二など)を吸収
していることが本制究のメリッ卜であろう。
また、本研究が結実する過程で、台湾への約半年聞におよぶ研究調査、日本および台湾での数々の研究
会での報告、学会誌等(台湾のも含む)での公表などを行っており、十分な醸成期間を，椛て生まれた作品
であることを補足しておきたい。
本研究の残された課題として、台湾人研究者のスタンス(例えば、台湾人アイデンティティの探求)に
対して、普ー者がどのような評価をしているのかがあまり明確でないことである。少なくとも、いささか異
なったスタンスをとろうとする姿勢は見えるが、未だ向らのす脚点が固まってはいないという印象を受け
る。また、先行研究において分析の中心になってきた米作や糖業といった対象を含めて、植民地期台湾の
マクロな再生産構造が.1分に考察されるには至っていないと思われる。
しかしながら、本研究は植民地経済史研究として一つの新境地を開いたものとして、高い評価に値する
作品になっている。したがって、博士号(経済学)の学伎が授与されるに値すると判断するものである。
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